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春日市民図書館指定管理者申請要項

　本要項は、春日市が設置する春日市ふれあい文化センター（以下「文化センター」という。）内にある春日市民図書館（以下「市民図書館」という。）の指定管理期間満了に伴い、市民図書館の効果的かつ効率的な管理運営を継続するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び春日市ふれあい文化センター設置条例（平成６年条例第１５号。以下「センター条例」という。）第１０条の３第５項の規定に基づき、公募を行うことなく現指定管理者を新たな指定管理候補者として選考するに当たり、必要な事項を定めるものです。

　なお、市民図書館の運営を除く文化センターの運営、施設管理については、別の指定管理者が行います。

第１章　施設概要
１　春日市民図書館の設置目的

　　春日市は、図書、記録その他必要な資料を収集し、整理し、保存して、一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーシヨン等に資することを目的として、市民図書館（センター条例第３条第３号）を設置しています。

２　施設の運営方針

市民図書館は、赤ちゃんから高齢者まで、市民が生涯にわたり読書を通じて豊かな生活を送ることができるように、「だれでも」「いつでも」「どこに住んでいても」「どんな資料でも」利用できる、市民のくらしに役立つ地域に根ざした図書館をめざして運営しています。そして、春日市民が、自分や家族の生活や将来、また、これからの地域の在り方について、自ら判断し決定するために必要な情報や資料を提供する、地域の情報拠点としての役割を果たします。

以上のことを実現するために、指定管理者には資料１「春日市民図書館管理運営規則」及び資料２「春日市民図書館運営方針」に沿って、適正に施設の管理運営を行っていただきます。

３　施設の概要

(１) 名　称　　市民図書館

(２) 所在地　　春日市大谷６丁目２４番地　春日市ふれあい文化センター内

(３) 施設概要　

ア　構造　新館　鉄筋コンクリート造　地下１階、地上３階

　　　　　　　旧館　鉄筋コンクリート造　地上２階

　　イ　土地面積　１４，４１０㎡

　　ウ　延床面積　１８，３５５㎡　（うち　図書館部分　２，６３１．５４㎡）

　　エ　開館年月　新館　平成７年４月

　　　　　　　　　旧館　昭和５７年４月（平成１０年全面改修）

　　オ　施設内容　

ふれあい文化センター新館（資料３「施設平面図」参照）

	階
	主な施設
	面積
	概要、附属設備等

	地下１階
	図書館地下部分
	１９０㎡
	移動図書館作業室、移動図書館車庫、児童書書庫

	１階
	図書館開架エリア
	１,７７２㎡
	一般開架コーナー、サポータールーム、

事務室

	２階
	書庫、作業スペース
	６６９㎡
	一般書書庫、受入整理室、選書室、製本室、会議室、コンピュータ室


第２章　申請・選定・指定
１　指定期間（市議会の議決事項）
令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間）

２　申請等スケジュール

申請・選定・指定のスケジュールは、次のとおり予定しています。

	①　申請要項の配付
	令和８年５月１８日（月）

	②　質問受付
	令和８年５月１８日（月）～５月２２日（金）

	③　申請書類の提出
	令和８年６月１２日（金）～６月１９日（金）

	④　書類審査
	令和８年６月２９日（月）

	⑤　面接審査
	令和８年７月２１日（火）

	⑤　選考結果の通知
	令和８年７月下旬

	⑦　指定管理者の指定
	令和８年９月議会

	⑧　協定の締結
	令和８年１０月～


３　申請資格

　　市民図書館の指定管理者の申請資格は、次のとおりです。

（１）図書館の運営に関し実績を有する団体であること。　

（２）団体又は代表が、次のものに該当しないこと。

ア　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者（地方公共団体の一般競争入札の参加資格に抵触する者）

イ　春日市から指名停止措置を受けている者

ウ　会社更生法、民事再生法に基づく更生又は再生手続きを開始している者

エ　春日市、他の自治体を問わず、自らの責に帰すべき事由により、過去２年以内に指定管理者の指定を途中で取り消されたことがある者又は管理の業務の停止を命ぜられその停止期間が経過しない者

オ　納入すべき税金を滞納している者

カ　春日市暴力団排除条例（平成２２年条例第２号）第２条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団若しくは同条例第２条第２号に規定する暴力団員と密接な関係を有する者

　キ　春日市公の施設指定管理者選考等委員会委員及び公募事務に関与した者並びにこれらの者と密接な関係を有すると認められる者が役員等となっている者

　

４　申請要項等についての質疑
(１) 質疑締切

　令和８年５月２２日（金）午後５時まで

(２) 提出様式

　　任意

(３) 回答の返信先のメールアドレスを明記の上、春日市 協働推進部　文化スポーツ課 文

化担当まで電子メールにて提出してください。

電子メール　bunka@city.kasuga.fukuoka.jp
※　口頭、電話その他の方法による質問は受け付けません。

(４) 回答方法

令和８年５月２９日（金）までに電子メールで回答します。

５　申請書類及び提出先等

　(１) 申請書類

　　別紙１「春日市民図書館指定管理者申請書類一覧」のとおり。

　(２) 受付期間

　令和８年６月１１日（金）～６月１８日（金）

午前９時から午後５時まで（土日祝を除く。）

(３) 提出方法

　　事前に電話連絡の上、事務室に直接提出してください。

　提出場所：春日市文化センター旧館１階　文化スポーツ課　文化担当事務室

連絡先：０９２-５７５-４１２１

(４) 提出部数

　原本１部・副本３部・電子データ（データを格納したＵＳＢ等を提出。返却不可。）
(５) 提出形式

　各書類にページ番号を付し、表紙、目次等を付けてください。

　　　書類は左綴じとし、インデックスを添付するなど書類名（略称可）が分かるようにし、Ａ４版のファイルに綴じてください。書類の順番は、別紙１「春日市民図書館指定管理者申請書類一覧」に掲げた順番としてください。

　(６) 注意事項

　　ア　提出後の申請書類の内容は、変更することはできません。なお、市が必要と認める場合は、追加書類の提出又は内容の修正を求めることがあります。

　　イ　申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格として取り扱う場合があります。

　　ウ　提出された書類は、理由のいかんに関わらず返却しません。

　　エ　申請に関して必要となる費用は、申請団体の負担とします。　

　　オ　提出された申請書類は、春日市情報公開条例（平成１２年条例第４０号）第２条第２号に定める行政文書になることから、同条例に基づく情報公開請求により公開される場合があります。

　　カ　選考結果の公表をする場合その他市が必要と認めるときは、申請書類等の内容を使用できるものとします。なお、指定管理者の選考経過の公表等が必要な場合には、申請書類のうち必要な内容を公表する場合があります。

６　審査及び選考に関する事項　

(１)　審査基準

　　提出された書類及び面接の内容から、別紙２「審査基準及び提案項目」に記載する基準に基づき審査します。

（２） 書類審査（第１次選考）

　　　提出された書類等について書類審査を実施します。申請者の出席は必要ありません。

(３) 面接審査（第２次選考）

　　　プレゼンテーション及びヒアリングにより、面接審査を実施します。詳細は、書類審査の実施後速やかに連絡します。

ア　日時　　令和８年７月２１日（火）予定

イ　会場　　春日市役所庁議室（市役所５階）

(４) 選考結果の通知

　面接審査終了後、合否を決定し次第、速やかに通知文書を送付します（令和８年７月下旬予定）。また、審査の結果については、春日市役所前掲示場で告示するとともに、市のウェブサイトで公表します。

７　指定管理者の指定

　　指定管理者の候補者は、令和８年９月に開催予定の春日市議会定例会において議決を受けて、指定管理者として指定される予定です。

８　協定の締結

指定管理者の指定後、管理業務の細目等を定めた協定を締結します。

９　協定が締結できない場合の措置 

指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項のいずれかに該当することになった場合は、市は指定管理者の指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。

（１）この申請要項に定める申請資格の要件を欠いたとき。

（２）正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。

（３）指定管理者の経営状況の急激な悪化等、事業の履行が確実でないと認められる事象を確認したとき。

（４）著しく社会的な信用を損なう等、指定管理者としてふさわしくないと認められる事象を確認したとき。

第３章　管理・運営

１　管理の基準及び業務の範囲

　指定管理者が行う業務は次のとおりとします。具体的な業務内容は、別紙３「管理の基準及び業務の範囲」を参照してください。

(１)　図書館及び移動図書館の管理運営に関する業務

(２)　図書館資料の選定及び更新に関する業務

（３） 図書館利用促進及び読書推進に関する事業の企画実施

（４） ボランティアの活動支援に関する業務

(５)　前４号に掲げるもののほか、市が必要と認める業務
２　自主事業

指定管理者は、市民図書館の設置目的の範囲内で、かつ、業務に支障のない範囲内において、自己の責任と費用負担で独自に企画した自主事業を提案することができます。提案された自主事業は、市の承認により実施することができます。

３　責任の分担

　　指定管理者と市の責任分担の詳細については、別紙４「リスク分担表」のとおりとします。ただし、リスク分担表に定める事項に疑義のある場合、又は定めのない事項については、指定管理者と市が協議して決めることとします。

なお、別紙４「リスク分担表」は市の指定した業務範囲において適用されることとし、指定管理者が自らの責で行う自主事業については、全て指定管理者の責任及び費用負担とします。
第４章　指定管理業務に要する経費等に関すること
１　指定管理者の収入として見込まれるもの

（１）指定管理料

（２）その他施設内におけるサービスによる収入（複写機等）

２　指定管理料

（１）市は、各年度、指定管理者に対し、指定管理業務に要する経費の一部を指定管理料として支払います。指定管理料の額は、指定管理者の収支計画を基に、市と指定管理者とで協議し、予算の範囲内で毎年度の年度協定において決定します。

（２）申請書類のうち収支計画書の作成に当たっては、各年度の合計額が上限額の範囲内となるようにしてください。指定期間全体の指定管理料の上限額は、６３０，９１２千円（消費税及び地方消費税含む。（※１））です。

市は現在、春日５０年プランＡ（市民活動拠点の整備）の事業として、春日市中央部（ふれあい文化センターの北側隣接地）に市民図書館の分室（児童カウンター業務を移設）や市内の健康福祉施設等を移転集約した、市中央部市民活動交流拠点複合施設の整備やふれあい文化センター周辺の施設改修を計画しており（※２）、本事業は、令和８年度に着工し、３年程度の工事期間を想定しています。工事期間中、一時的に施設の利用制限が必要となる可能性があり（※３）、工事期間中の指定管理料については、影響等を考慮して市と指定管理者で協議することとします。

※１　上記金額は、春日市議会の議決により変動する場合があります。

※２　市中央部市民活動拠点の整備の内容については、市のウェブサイト（ページ番　号：１０１１８２９）で確認してください。

※３　実施時期は未定ですが、現時点では令和９～１０年度において、市民図書館の一部を連絡通路とする工事を含めた大規模改修のため、最大１８ヶ月程度の休館となる可能性があります。

（３）消費税が増税となった場合、予算の範囲内で指定管理料の上限額を変更いたします。

３　その他施設内におけるサービスによる収入（複写機、利用カード再発行代）

別紙３「管理の基準及び業務の範囲」により施設内に設置する複写機の利用代金及び利用カードを再発行する際に徴収する再発行代については、指定管理者の収入とします。
４　計画を上回った指定事業収入等の取扱い

指定管理業務を適切に実施する中で、経費の節減など、指定管理者の経営努力により生み出された余剰金については、原則として精算による返還を求めません。

５　光熱水費等の取扱い

市民図書館の指定管理者の施設利用に伴う電気、ガス、水道料金、事業系ごみ処理費用については、ふれあい文化センターにおける文化施設の指定管理者が負担します。ただし、市民図書館の指定管理者が通常の施設利用で認められる使用量を大きく超えて使用したと市が認める場合は、市と文化施設の指定管理者との協議の上、超過部分の光熱水費等を負担してもらいます。

また、電話料金については、指定管理料に含まれています。電話会社と契約し、図書館用回線で使用した電話料金を支払ってください。（電話機は、ふれあい文化センターにおける文化施設の指定管理者が貸与します。）

６ 修繕費の取扱い
（１）指定管理者が行う設備・備品の補修、修繕は、1件当たり１５万円未満（消費税を含む。）のものとし、予算（各年度の修繕費の予算は年度ごとに協議で定めるが、収支計画書においては参考金額１５０千円を記載すること。）に余剰が生じた場合は、年度末に実績報告をもとに精算を行います。ただし、指定管理者の責による破損に対する補修、修繕は、指定管理者が自らの資金で行うこととします。

（２）各年度の予算を超えて修繕を行う必要がある場合は、予算の範囲内で、市が行うこととします。

　　

７　備品費の取扱い

（１）業務に要する主な備品（図書館用資料を除く。以下この項目において同じ。）については、本市から無償で貸し付けます（資料５「貸付備品リスト」参照）。
（２）貸付備品以外で業務に要する備品については、原則、指定管理者の要望を踏まえ、市で必要性を精査の上で購入し、貸付備品に加えることとします。

（３）指定管理者が行う自主事業のために必要と考える備品については、指定管理者が自らの資金で調達することとします。なお、市からの貸付備品と明確に区別できるよう、備品台帳を作成し管理してください。

８　図書館用資料購入費の取扱い

（１）市民図書館に現に配置されている図書館用資料については、本市から無償で貸し付けます。
（２）図書館用資料については、指定管理料（各年度の図書館用資料購入費の予算は年度ごとに協議で定めるが、収支計画書においては参考金額２１，０００千円を記載すること。）から、調達することとします。　
なお、指定管理料に含まれる図書館用資料購入費の予算に余剰が生じた場合は、年度末に実績報告をもとに精算を行います。

（３）指定管理料により調達した図書館用資料は、本市の帰属とします。なお、指定管理料から調達した図書館用資料については、会計処理上の損金算入に必要な場合は、寄付受領の手続を行います。

（４）電子書籍については、当面、図書館資料費の予算枠で購入するものとする。

９　人件費について

　　図書館の安定的な管理運営及びその水準を高めることを目的として、指定管理者の人材確保に対する考え方や人材育成計画（研修等）を重視し、別紙２「審査基準及び提案項目」における審査基準の配点比率を高く設定しています。図書館業務遂行のための知識・経験を有する人材の確保、職員の継続性の観点から、職員の良好な待遇（長期間の雇用、安定して生計を営める賃金体系の構築、福利厚生等）の確保に努めることを求めます。

10　経理について

　　市民図書館の指定管理業務に係る経理は、申請団体の他の経理から区分し、独立した経理規定及び会計帳簿書類を設け、会計年度における施設の収支状況が明らかになるようにするものとします。

第５章　その他
１　管理業務の委託の禁止等

　　指定管理者が行うべき業務の全部又は主たる部分については、原則、第三者に委託してはなりません。

２　指定の取消し等

(１) 指定の取消、管理業務の停止事由

指定管理者が地方自治法第２４４条の２第１０項による市長等の指示（管理業務又は経理に関する報告、実地調査、その他必要な指示）に従わないとき、その他当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるとき、市はその指定を取消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命じることができます（地方自治法第２４４条の２第１１項）。

【指定の取消事由】

ア　市長等の指示に従わないとき（管理業務又は経理に関する報告、実地調査、その他必要な指示）

イ　センター条例又は協定の規定に違反したとき

ウ　当該施設の指定管理者募集要項に定めた資格要件を失ったとき

エ　申込書類の内容に虚偽があることが判明したとき

オ　指定管理者の業務の実施に際し、不正行為があったとき

カ　指定管理者の経営状況の悪化等により管理業務を継続することが不可能又は著しく困難になったと市が判断したとき

キ　指定管理者から指定の取消又は管理業務の全部若しくは一部の停止を求める申出があったとき

ク　当該施設が、公の施設として廃止されることとなったとき

ケ　指定管理者が暴力団等に該当することが判明したとき

コ　その他市が当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと判断したとき

(２) 指定が取り消された場合の賠償等

上記(１)のうち、指定管理者の責めに帰すべき事由により指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止された場合、指定管理者は、市に生じた損害を賠償しなければなりません。

なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。

(３) その他の事由による場合

　　　災害その他の不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとします。一定期間内に協議が整わないときには、それぞれ、事前に書面で通知することにより、協定を解除できるものとします。

なお、指定管理者が交代となる場合、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。

３　業務の引継ぎ

 (１) 指定管理者は、指定期間を満了し引き続き指定管理者として指定されなかった場合、または、指定期間中に指定が取り消された場合には、誠意をもって、指定管理期間終了までに、市及び市の指定する者に業務の引継ぎを行うものとします。なお、指定管理者は、引継ぎに当たり、指定管理業務（指定管理者の提案にもとづき実施した指定事業及び自主事業を除く。）を適切に実施できるマニュアルを整備し、これを引継ぎ相手に交付するとともに、十分な説明を行うものとします。

(２) 指定管理者は、前号の引継ぎを行った後も、市又は次期指定管理者からの指定管理業務に関する質疑に対して、誠意をもって対応することとします。

４  原状回復

指定管理者は、指定期間を満了し引き続き指定管理者として指定されなかった場合、又は指定期間中に指定が取り消された場合には、市の指示に基づき、施設並びに市が貸与した設備及び備品を原状回復して引き渡してください。ただし、施設等を適切に使用した上で、経年劣化により生じた変化は原状回復を要しません。

５　他施設の指定管理者との連携・協力

　　指定管理者は、文化センター内の文化施設及び隣接する春日市総合スポーツセンターにおける指定管理者と、それぞれの管理運営業務を円滑に実施するため、相互に連携・協力を行うことが必要となります。

連携・協力のための調整の場を市が設けますので、指定管理者は誠意をもって各指定管理者間の連携・協力に取り組むこととします。

問合せ先

　〒８１６-０８３１　春日市大谷６丁目２４番地

　春日市　協働推進部　文化スポーツ課　文化担当　中川

　電話 ０９２-５７５-４１２１　ＦＡＸ ０９２-５９３-７３８０

　電子メール bunka@city.kasuga.fukuoka.jp
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